
岡山県南部水道企業団一般競争入札（条件付）事務処理要領 

制定 平成２１年 ４月 １日 訓令第５号 

令和 ４年 ４月 １日 施行    

（趣旨） 

第１条 この要領は，岡山県南部水道企業団（以下「企業団」という。）が発注する建設

工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「建設業法」という。）第２条第１

項に規定する建設工事をいう。以下同じ。），測量，建設コンサルタント業務等（建設

工事に関連する測量業務，建設コンサルタント業務，地質調査業務及び補償コンサルタ

ント業務をいう。以下同じ。）及び運転管理業務（西阿知浄水場の浄水・送水施設運転

管理業務をいう。以下同じ。）における入札手続について，より一層の競争性，透明性

及び公平性を確保することを目的として実施する一般競争入札（条件付）（以下「一般

競争入札」という。）に関して，岡山県南部水道企業団契約規程（昭和５９年管理規程

第１号）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

（対象となる工事等） 

第２条 一般競争入札の対象となる建設工事等（以下「対象工事等」という。）は，次の

とおりとする。 

(１) 設計金額（消費税及び地方消費税の額を含む。）が４千万円以上の建設工事。た

だし，緊急を要する場合その他企業長が特に認めた場合は，この限りでない。 

(２) 測量，建設コンサルタント業務等で，企業長が一般競争入札によることが適当と

認めたもの。 

(３) 運転管理業務 

（入札の方法） 

第３条 一般競争入札は，岡山県南部水道企業団郵便入札実施要綱（令和４年訓令第１０

号）に定める郵便入札によって行うものとする。ただし，企業長が必要と認めた場合は，

この限りでない。 

（参加資格等の決定） 

第４条 一般競争入札を実施する場合は，岡山県南部水道企業団建設工事及び物品調達業

者入札指名委員会に諮り，第６条に定める入札参加資格のほか公告内容等を決定する。 

（入札の公告） 

第５条 一般競争入札を実施する場合は，岡山県南部水道企業団公告式条例（昭和３３年



条例第４号）に定める掲示場に掲示するほか，企業団のホームページへの掲載を行うも

のとする。 

２ 入札の公告は，原則として水曜日（その日が岡山県南部水道企業団の休日を定める条

例（平成２年条例第１号）に規定する企業団の休日（以下「休日」という。）に当たる

ときは，その日後において最も近い日で，休日でない日）に行うものとする。 

（入札参加資格） 

第６条 一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）は，

建設工事にあっては岡山県南部水道企業団建設工事請負契約競争入札参加資格に関す

る要綱（平成１６年訓令第４号。以下「入札参加資格要綱」という。），測量，建設コン

サルタント業務等にあっては岡山県南部水道企業団測量，建設コンサルタント業務等委

託契約競争入札参加資格に関する要綱（令和４年訓令第２号），運転管理業務にあっては

岡山県南部水道企業団物品供給等の契約に係る競争入札参加者の資格及び要件を定め

る要綱（令和４年訓令第３号）に定めるもののほか，対象工事等ごとに次の各号に掲げ

る事項について定めるものとする。 

(１) 対象工事等（建設工事に限る。第２号について同じ。）に対応する業種の総合評

定値（入札参加資格要綱第６条の規定による点数）に関すること。 

(２) 対象工事等に対応する業種の建設業許可の種別に関すること。 

(３) 営業所等の所在地に関すること。 

(４) 対象工事等と同種又は類似の建設工事等の施工実績に関すること。 

(５) 対象工事等に配置予定の主任技術者又は監理技術者等の資格に関すること。 

(６) 前各号に定めるもののほか，必要と認める事項に関すること。 

２ 特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）の場合は，当該共同企業体

の構成員について，前項各号の規定を準用する。 

３ 次の各号に掲げる事項のいずれかに該当する者は，一般競争入札に参加することがで

きないものとする。 

(１) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する

者 

(２) 入札の公告日から落札者が決定するまでの間において，岡山県南部水道企業団建

設工事等請負業者指名停止要綱（平成１１年訓令第１号）に基づく指名停止又は指名

留保を受けている者 



(３) 入札の公告日から落札者が決定するまでの間において，岡山県建設工事等暴力団

対策会議運営要領に基づく指名除外を受けている者 

(４) 入札の公告日から落札者が決定するまでの間において，建設業法第２８条第３項

又は第５項の規定による営業の停止命令（以下「営業停止命令」という。）を受けて

いる者。ただし，次の場合を除く。 

ア 営業停止命令に地域限定が付されているときにあっては，対象地域が岡山県内で

ない場合 

イ 営業停止命令に業種限定が付されているときにあっては，対象工事に対応する業

種以外の一般競争入札に参加する場合 

ウ 営業停止命令に公共工事又はそれ以外の工事に限る限定が付されているときにあ

っては，当該限定が公共工事に係るものでない場合 

(５) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続

開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受け

ている者を除く。） 

(６) 破産法（平成１６年法律第７５条）の規定による破産手続開始の申立てがなされ

ている者 

（共同企業体に発注する場合の取扱い） 

第７条 共同企業体に発注する建設工事については，この要領のほか岡山県南部水道企業

団建設工事共同請負制度事務処理要綱（平成９年訓令第３号）によるものとする。 

（設計図書の交付等） 

第８条 対象工事等に係る設計書，仕様書及び図面等（以下「設計図書」という。）及び

入札金額の内訳を記載する書類（以下「入札金額内訳書」という。）は，入札公告で定

める方法により交付する。 

２ 設計図書に対する質問は，書面によってのみ受け付けるものとし，質問書の提出方法，

提出先及び提出期限は入札公告において明らかにするものとする。 

３ 設計図書に対する質問回答書の公表は，入札公告で定める方法により行うものとする。 

（入札参加表明） 

第９条 一般競争入札に参加しようとする者は，対象工事等に係る入札参加資格要件を満

たすことを確認し，前条第１項に規定する設計図書の交付を受けた後，入札公告に定め



る方法により入札参加表明を行わなければならない。なお，入札参加表明を行っていな

い者は入札に参加できないものとする。 

２ 共同企業体での入札参加を指定する対象工事等において，共同企業体を結成して一般

競争入札に参加しようとする者は，前項の規定による入札参加表明に併せて，入札公告

で定める事前審査書類を提出しなければならない。 

（入札の中止等） 

第１０条 公正な入札が行われないおそれがあると認められるときは，入札を延期又は中

止する。また，入札者が談合その他不正な行為をしたと認められる場合（不適正な入札

であると企業長が判断した場合を含む。）は，その入札の全部を無効とする。 

（落札候補者の決定） 

第１１条 予定価格の制限の範囲内で最低の価格で入札した者（最低制限価格を設けた場

合には，予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の金額で入札した者のうち，最低

の価格で入札した者）を落札候補者とする。 

２ 前項に定める落札候補者となるべき同価格の入札をした者が２以上あるときは，くじ

により落札候補者及び次順位者を決定するものとする。 

（入札参加資格の審査及び落札決定） 

第１２条 落札候補者は，企業長が指定する日までに入札参加資格の審査書類を契約担当

課へ提出し，入札参加資格の審査を受けなければならない。 

２ 前項に定める審査の結果，落札候補者が入札参加資格要件を満たしている場合は落札

者として決定し，満たしていない場合は次の順位の者を落札候補者として入札参加資格

の審査を行うこととし，落札者の決定まで同様に繰り返すものとする。 

（入札の無効） 

第１３条 次に掲げる入札は無効とする。 

(１) 入札公告に示した入札参加資格のない者の行った入札 

(２) 提出書類等に虚偽の記載をした者の行った入札 

(３) 入札公告に示した条件に違反して応札した入札 

(４) 建設工事の入札において，入札金額内訳書が入札書に添付されていない入札 

（落札決定の通知等） 

第１４条 企業長は，落札者を決定した場合は，速やかに当該落札者に結果を通知するも

のとする。 



２ 企業長は，第１２条第１項の審査の結果，当該審査の対象者が入札参加資格を有して

いないと確認したときは，当該対象者に対してその旨を通知するものとする。 

（入札参加資格を有していないと認めた者に対する理由の説明） 

第１５条 入札参加資格を有していないと認められた者は，前条第２項の通知を受けた日

から起算して３日（休日を除く。）以内に，書面（任意様式）によりその理由の説明を

求めることができる。 

２ 企業長は，前項の規定により説明を求められたときは，書面を受理した日から起算し

て５日（休日を除く。）以内に書面で回答するものとする。 

（入札結果等の公表） 

第１６条 企業長は，落札決定をしたときは，遅滞なく，入札結果を企業団のホームペー

ジへ掲載することにより公表するものとする。 

２ 一般競争入札の参加者名は，入札（開札）が終了し落札者が決定するまで非公表とす

る。 

（その他） 

第１７条 この要領に定めるもののほか必要な事項は，企業長が別に定める。 

 


